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宮城県消費者施策推進基本計画の平成２０年度の実施状況について

平成２１年１０月１５日

宮城県

１ 計画の概要

Ⅰ「消費者施策推進基本計画」の策定に当たって （「宮城県消費者施策推進基本計画」Ｐ１～Ｐ２）

◆計画策定の目的／位置付け

・規制緩和や情報化の進展など社会経済情勢の大きな変化

・消費者を取り巻く環境の変化等に伴い，消費生活をめぐる問題も複雑・多様化

⇒ 消費生活条例の改正（平成１８年４月１日施行）
⇒

条例の規定に基づき，消費者施策の計画的な推進を図るための計画を策定

（県政運営の総合的な指針を踏まえた県の消費者行政分野の計画）

◆計画期間 ： 平成１８年度から平成２２年度まで

◆計画の実施状況の管理

関連事業の実施状況を毎年検証・評価し，ホームページで公表

Ⅱ 消費者行政をめぐる現状と課題について （「宮城県消費者施策推進基本計画」Ｐ３～Ｐ９）

現 状 課 題

・消費生活相談の変化 ・消費者被害の未然防止

・トラブルに巻き込まれやすい世代 ⇒ ・消費者被害の救済

・クレジット社会の進展 ・環境に配慮した消費行動の推進

Ⅲ 計画で推進する施策とその内容 （「宮城県消費者施策推進基本計画」Ｐ１０～Ｐ２３）

１ 消費生活の安全の確保

２ 商品やサービスの選択の機会確保

３ 情報の提供

４ 教育機会の提供

５ 消費者被害の救済

６ 環境に配慮した消費行動の推進

７ その他（相談機能の充実，関係団体への支援，関係機関との連携等）

Ⅳ 主要重点推進項目 （「宮城県消費者施策推進基本計画」Ｐ２４～Ｐ２７）

１ 高齢者の消費者被害対策について

２ 若者の消費者被害対策について

３ 多重債務者対策について
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２ 最近の消費者行政をめぐる主な動き

（１）消費者庁の設置

平成２１年９月１日，消費者庁が設置されました。消費者庁は，消費者が安心して安

全な消費生活を営むことができる社会の実現に向けて，消費者の視点で政策全般を監視

し，消費者を主役とする政府の舵取り役になるものです。

消費者庁は，特定商取引法，景品表示法，消費生活用製品安全法，ＪＡＳ法，食品衛

生法など，それまで多くの省庁が所管していた多くの消費者関連法を所管するとともに，

いわゆるすき間事案への対応など，迅速かつ分かりやすい消費者行政を推進することが

期待されています。

また，同じ日，消費者安全法が施行されました。これにより，消費生活センターが法

律に位置づけられるとともに，都道府県に設置義務，市町村に努力義務が課せられまし

た。

（２）消費者事故への対応

消費者安全法により，都道府県知事及び市町村長等に消費者事故を消費者庁に通知す

ることが義務づけられました。これまでは，消費生活用製品安全法により，メーカーな

どからの製品事故情報が国に集約されていましたが，併せて都道府県知事及び市町村長

等からの情報が消費者庁に集約されることになり，より迅速，確実な対応が取られるこ

とになりました。

また，平成２１年４月１日からは，長年使用した製品の経年劣化による事故を未然に

防止することを目的として，長期使用製品安全点検制度・安全表示制度が始まりました。

これにより，特定保守製品のメーカーに対し，設計標準使用期間や点検期間の設定や表

示，点検が義務付けられました。

（３）行政規制の強化

悪質な事業者等による不適正な取引行為は，依然として後を絶たず，それによる消費

者被害も大きな問題のひとつです。

このような中，平成２１年１２月１日に施行される改正特定商取引法では，いままで

の規制の対象となる商品や役務行為をひとつひとつ指定する内容から，原則として全て

の商品・役務行為を規制の対象とすることに改正し，法の抜け穴を狙った不適正な取引

行為が行われることがないようにするなど，より消費者の権利を守るための規制が強化

されました。

（４）地方消費者行政活性化基金の設置

消費者行政を推進するには，これまで以上に地方の消費者行政を活性化する必要があ

ります。そのため，平成２３年度までの３年間を期間として，各都道府県に地方消費者

行政活性化基金が設置されました。都道府県及び市町村は，それぞれ消費者行政活性化

計画を策定し，消費者行政の充実に努めています。

なお，平成２１年度には，地方消費者行政の更なる推進を図るため基金を積み増すこ

ととしています。
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３ 計画で推進する施策の実施状況

計画で推進する施策の主な取組事項については，概ね計画通りに実施しました。事業

毎の詳細な実施状況等については，別紙のとおりです。

（１）消費生活の安全の確保

県民が安全で安心した生活を送ることができるように，商品・サービスに対する監

視や関係事業者への指導等を行うほか，県民からの相談や情報提供を積極的に受け付

け，県民とともに消費生活の安全・安心の確保に努めます。

【主な取組】

○消費生活用製品安 全法等に基づく事業所や販売店への立入調査，指導

○製品事故に関する情報の提供

○みやぎ食の安全安心県民総参加運動の実施

（２）商品やサービスの選択の機会確保

消費者が自ら適切に商品やサービスを選択できるように，表示や規格等に関して検

査や監視指導等を行うほか，消費者が事業者と適正な契約を締結できるよう普及啓発

や事業者指導等を行います。

【主な取組】

○景品表示法や消費生活条例等に基づく調査，事業者への指導

○食品表示の適正化に関する取組

○成年後見制度等の普及啓発

（３）情報の提供

消費者が適切な消費行動をとることができるように，様々な手法や媒体を用いて，

悪質商法等の関連情報を積極的に提供し，消費者トラブルの未然防止を図ります。

【主な取組】

○消費生活展や消費生活講座の開催

○消費生活関連情報の提供

（４）教育機会の提供

社会経験の不足がちな若者や判断力の低下する高齢者は，悪質な手口による消費者

トラブルに巻き込まれやすいことから，このような人たちを中心に商取引，金融，悪

質商法の手口に関する教育や啓発を充実して，消費生活に関する知識を習得し，消費

者トラブルから自分自身を守ることができるようにします。

【主な取組】

○小・中・高等学校における消費者教育の実施

○地域における消費者教育・啓発の実施

○宮城県金融広報委員会との連携



- 4 -

（５）消費者被害の救済

消費者トラブルに巻き込まれてしまった県民を救済・支援するため，消費生活相談

対応機能の充実等を図るほか，被害の拡大防止に努めます。

【主な取組】

○消費生活相談に対する助言，あっせん等

○消費生活センターの土・日の窓口開設

○警察との連携

（６）環境に配慮した消費行動の推進

環境への取組に関する教育や普及啓発を行うほか，消費者や事業者の環境に配慮し

た取組を支援していきます。

【主な取組】

○グリーン購入の普及促進

○３Ｒ（発生抑制(Reduce)，再使用(Reuse)，再生利用(Recycle)）運動の展開

（７）その他（相談機能の充実，関係団体への支援，関係機関との連携等）

（１）から（６）までの施策のほか，以下の取組により県民の消費生活の安定と向

上を目指します。

【主な取組】

○消費生活相談員研修会や法律相談会等の開催

○消費者団体の活動支援

○多重債務相談機能の強化や無料相談会の開催

○関係機関（他の行政機関，弁護士会，司法書士会等）との連携
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４ 主要重点推進項目の取組状況

計画で推進する施策のうち，「高齢者対策」，「若者対策」，「多重債務者対策」を

主要重点推進項目として取り組んでいくこととしています。

（１）高齢者の消費者被害対策について

高齢者をねらった悪質商法等からの被害を防ぐためには，高齢者自らが意識を高め

て被害に遭わないようにするとともに，家族や周りにいる人々の見守りや気づきが大

切です。

① 高齢者に配慮した情報提供や啓発

講座や講演会等を開催する場合には，町内会や老人クラブなどの地域の活動の場に

出かけていく出前型を積極的に実施し，高齢者が被害に遭いやすい消費者トラブルの

内容や県内で消費者被害が拡大している最新の事例を中心に情報提供するなど，わか

りやすい情報提供や啓発に努めました。

② 地域での見守り体制の充実

介護支援専門員を対象に消費者月間支援事業を実施するなど，高齢者本人だけでは

なく，高齢者の周りにいる人々を対象として，関連情報の提供や講座等を積極的に開

催して意識啓発を行いました。また，国が推進する悪質商法等に関する情報提供シス

テム（「高齢者見守りネット」）等の関連施策についても，効果的に活用されるよう

情報提供に努めました。

③ 各種相談窓口の充実等

消費生活センターなど県の消費生活相談機関の機能充実を図ったほか，地域の身近

な相談窓口である市町村に対しても，消費生活相談員研修会や法律相談会等を実施し，

相談機能の充実が図れるよう支援したほか，相談窓口を設置していない市町村に対し

ては，設置の要請を行いました。

また，相談内容に応じて適切な助言等を受けることができるように，福祉部門が設

置する相談機関や日本司法支援センター宮城地方事務所（法テラス宮城）等との連携

を図りました。

④ 成年後見制度等の権利擁護制度の周知

認知症などにより判断能力が不十分な人を保護し，支援する制度である成年後見制

度の周知を図るため，ポスターやリーフレット等による啓発を行ったほか，各地で研

修会や講演会を開催し，制度の利用促進を図りました。
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（２）若者の消費者被害対策について

長期的な観点に立てば，小さなころからの家庭，学校，地域における消費者教育が

重要であると考えますが，高校生や大学生等の若者に対しては，被害に遭いやすい商

法等の情報を積極的に提供して意識啓発を行い，消費者トラブルから自らを守る力を

養成することが大切です。

① 発達段階に応じた消費者教育の充実

小学校，中学校，高等学校それぞれにおいて，学習指導要領の内容に沿って，社会

科や家庭科等の教科学習や総合的な学習の時間等で消費者教育を行いました。

また，教育委員会と連携して家庭科等の教員を対象とした消費生活講座を開催し，

学校における消費者教育を支援しました。

② 若者が被害に遭いやすい商法等の情報提供・啓発

高校生向けの消費生活読本を作成して全ての高等学校等に配布したほか，消費者問

題に詳しい弁護士を学校に派遣し，若者が被害に遭いやすい商法やトラブルの実態等

について講義を行い，意識啓発に努めました。

また，宮城県金融広報委員会と連携し，児童生徒や教員，保護者等を対象として消

費者教育出張講座やシンポジウムを開催するなど，若者の消費者被害の未然防止を図

りました。

（３）多重債務対策について

多重債務状態に陥るケースには，様々な理由があります。啓発や教育により多重債

務に陥らないようにすることと併せて，多重債務に陥ってしまった人の救済が必要で

す。

多重債務の解消は本人の努力だけではなかなか難しいことが多く，弁護士や司法書

士などの法律専門家と行政，関係団体などが一致協力して，必要な支援をしていくこ

とが大切です。

① 国，市町村，関係機関，関係団体等との連携強化

国の「多重債務問題改善プログラム」を受けて，庁内関係課で構成する連絡会議を

設置・開催し，関係部門における連携の強化を図ったほか，国や関係団体等で構成す

る対策会議を設置・開催し,多重債務問題に関する対策を協議しました。

② 相談窓口における助言・情報提供やマニュアルによる法律専門家への確実なつなぎ

消費生活相談窓口等において，弁護士や司法書士による任意整理，簡易裁判所によ

る特定調停，個人再生手続，自己破産等のための助言や情報提供を行いました。また，

平成１９年度に作成した相談対応マニュアルを活用し，弁護士や司法書士などの法律

専門家へ確実につなぎました。

③ 多重債務無料相談会の開催

多重債務無料相談会の開催を年２期に拡大し，平成２０年７月及び１２月にそれぞ

れ県内７か所で開催しました。合計２５９名の相談に対応しました。また，平成２０

年９月の自殺予防週間には，多重債務＆こころの相談会を開催しました。
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④ ヤミ金融に関する関係機関の連携強化

多重債務問題と密接な関わりがあるヤミ金融問題については，宮城県多重債務問題対

策会議において協議することで関係機関の連携強化を図り，被害の拡大防止等に努めま

した。

また，貸金業担当部門に設置している相談窓口において，適切な助言や情報提供を

行いました。


